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決算のポイント：
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1. FY20 1-2Q 連結業績サマリ：

受注高：2,576億円（対前年同期増減+119億円）

売上高：2,454億円（同-25億円）

営業利益：136億円（同+6億円）、営業利益率：5.6％

当期親会社株主に帰属する四半期純利益：74億円（同-5億円）

為替レート（対米ドル）：107円74銭
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1. FY20 1-2Q 連結業績サマリ セグメント別：

＜受注高＞
風水力事業が主にコロナの影響により減少したが、環境プラント事業と
精密・電子事業がカバーし、全社では増加

＜売上高＞
精密・電子事業が増加したが、風水力事業と環境プラント事業が減少したこ
とにより全社では減収

＜営業利益＞
主に風水力事業の収益性改善や固定費減少により全社では増益
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1. FY20 1-2Q 連結業績サマリ 地域別売上高：

中国向けの売上が67億円減少

主にコロナの影響。中国では、いち早く経済活動再開の動きがあり、4月から6月
の3カ月間においては、その前年同期に対して減少額は軽微

中国除くアジア向けの売上が119億円増加

コロナの感染が中国から欧米へと広まり、ロックダウンや移動制限の影響が出たが、
アジアにおいては半導体メーカによる設備投資が好調
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2. FY20 1-2Q セグメント別業績 風水力：

受注高：1,503億円（対前年同期増減-114億円）

売上高：1,492億円（同-49億円）

営業利益：82億円（同+28億円）

ポンプ事業：減収増益

コロナの影響を受けた建築設備市場で標準ポンプを中心に受注・売上が減少

カスタムポンプ事業で好採算案件が売り上がったことや、生産性改善、固定
費の減少により、ポンプ事業全体として増益

コンプレッサ・タービン事業：増収増益

収益性の高い部品案件の売上増加などサービス＆サポートのミックス改善に
より増益

冷熱事業：減収増益

中国で経済活動が再開し、景気の持ち直しがみられたものの、中国市場の競
争環境は引き続き厳しい状況

国内市場では、冷却塔事業における収益性改善や固定費の減少によって増益
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2. FY20 1-2Q セグメント別業績 環境プラント：

受注高：360億円（対前年同期増減+54億円）

売上高：287億円（同-34億円）

営業利益：22億円（同-8億円）

環境プラント事業においては、コロナの業績への影響はなし

＜受注高＞

大型案件としてごみ処理施設のDBO案件を1件、長期包括運転・管理契約を
1件、それぞれ獲得

当初計画していたEPCの案件が客先事由により下期へ期ずれしたが、受注高は
前年同期を上回る

＜売上高・営業利益＞

EPCの工事進行売上案件が進捗の端境期にあることなどにより減収減益
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2. FY20 1-2Q セグメント別業績 精密・電子：

受注高：704億円（対前年同期増減+179億円）

売上高：667億円（同+58億円）

営業利益：37億円（同-7億円）

＜受注高・売上高＞

受注高・売上高はともに前年同期を上回る

コロナの影響が懸念されたが、在宅勤務やEコマースに代表される新しい生活
様式の世界的な広がりによってパソコンやサーバ需要が増大し、半導体市場
における設備投資は引き続き高水準で推移

＜営業利益＞

CMP事業で案件ミックスや改造案件の延期などにより収益性が低下

コンポーネント事業でドライ真空ポンプの自動化工場の立ち上げ一時費用や
減価償却費などの固定費増加により減益
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3. FY20 業績予想 連結業績：

＜業績予想＞

受注高は5,060億円（対前期増減-462億円）

売上高は5,060億円（同-164億円）

営業利益は300億円（同-52億円）

想定為替レート：105円/米ドル、120円/ユーロ

＜配当予想＞

1株当たりの年間配当金を60円（期初計画から変更なし）
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3. FY20 業績予想 セグメント別：

風水力事業：減収減益（対前期比）

建築設備市場においては、コロナの影響により工事中断や着工遅延が発生し、
下期のリカバリーが困難

石油・ガス市場においては、原油価格の低迷などによりプロジェクトの延期
や停滞などで受注が減少見込み

環境プラント事業：減収減益（同）

計画しているEPC案件の入札が客先事由によって来期へ延期されたことにより
受注高予想を730億円

追加原価低減策を講じるが前期と比べて減収減益となる見込み

精密・電子事業：増収、営業利益横ばい（同）

足元では半導体市場の設備投資動向に注視が必要だが、中長期的には半導体
需要の高まりによって成長していく見込み

受注高、売上高は前期を上回る計画だが、固定費負担増加などによって
営業利益は横ばい
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4. 新型コロナウイルス感染症拡大の影響：

対面市場は、社会・産業インフラとして底堅い状況

当社事業は、コロナの感染拡大時期には、一時的に中国、イタリア、フィリ
ピンの工場稼働を停止せざるを得ない状況もあったが、現地従業員への感染
防止、サプライチェーンの確保によって事業活動を継続

日本でも感染拡大に注意しながら、国内工場の生産、社会インフラなどの工
事を中断することなく対応

精密・電子事業では渡航制限がかかる中、装置立ち上げは現地人材を最大限
に利用し、顧客の工場立ち上げ工程、計画への影響を最小限にするよう注力
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5. トピックス 新規事業への取り組み：

長期ビジョン「E-Vision 2030」で掲げる新規事業の創出

新規事業は、重要課題、持続可能な社会づくり、進化する豊かなくらしづくり
に、荏原の強みを生かして貢献できる分野にフォーカス

新規事業への取り組み状況

2020年に全社横断のマーケティング統括部の設置、その配下の次世代事業開
発推進部が新規事業を担当

技術面で全面的にサポートするR&D体制の強化

社内からアイデアを公募する制度「E-Start」の実施

外部リソースの積極的な活用（4つの協業、1つの出資）

① ゴミ処理施設におけるAIクレーン（Ridge-i社）

② 構造タンパク質素材（Spiber社）

③ ボイラーなどの配管の肉厚検査（ハイボット社）

④ 陸上養殖（リージョナルフィッシュ社)

⑤ 東南アジアの社会課題解決に向き合うスタートアップ企業を支援（リアル
テックグローバルファンドへの出資）
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5. トピックス 新規事業への取り組み～陸上養殖～：

背景

近年、世界の養殖業による漁獲量は、漁業による漁獲量9千万トンに対して同水
準まで伸びており、今後さらに増えると予想

海洋汚染、環境負荷などの課題から陸上養殖に注目

地球環境に負担が少なく、外部環境に左右されない安定した品質と量が供給可能
な養殖システムを実現するため、陸上養殖事業推進プロジェクトを立ち上げ

リージョナルフィッシュ社との資本業務提携

京都大学、近畿大学などの水産物の品種改良技術シーズをコアとして設立された
フードテックスタートアップ企業

協業を通して、陸上養殖での課題に向き合い、ソリューションを確立



5. トピックス 新規事業への取り組み～陸上養殖～：

荏原が創業以来培ってきた流体、熱制御、有害物質除去などの技術活用により
コスト低減が可能

飼育槽の最適構造設計

水の循環・温度管理の最適化と省エネ

濾過槽の効率化 など
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5. トピックス DXの取り組み：

E-Plan2022は 「更なる成長に向けた筋肉質化」のステージ

E-Plan2022の基本方針「経営・事業インフラの高度化」として、DX の積極的

な取り組み等による経営判断のスピードアップ

データとデジタル技術を駆使して、製品、サービス、ビジネスモデルを

グローバルに変えていく「攻めのDX」と、それを支えるERP、タレントマネジ

メントシステムなどの情報インフラを整備する「守りのDX」を実現
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5. トピックス DXの取り組み ～全社ERP導入～：

目指す姿

インターナショナル経営からグローバル一体経営への転換

業務を変革し、全グループ会社へERPを導入し、グローバルで業務標準化

ERP導入プロジェクト

今年2月にIT担当役員の小和瀬をトップとするERP導入プロジェクトの立ち上げ

ERP導入体制は社員70名、外部コンサルを含めると100名超

1か月に一度開くステアリングコミッティでは、経営トップを含む全執行役が

参加し、プロジェクトが確実にオンタイムで進捗するようマネージメント

ERP導入後の定着や運営、さらには進化させていくための社内人材の育成を並

行して実施
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